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ユーティリティ･モデルへ移行

米国サンは、2002年9月に次世代デ

ータセンター構想「N1」（2004年2月に

N1 Gridに変更）を発表し、ユーティリ

ティ･コンピューティング市場に参入して

以降、その実現に必要とされる技術を

自社開発または企業買収によって拡充

してきた。2003年9月には、ソフトウェア

を「Sun Java System」として6種に統

合するとともに、ライセンス体系を刷新

し、従業員一人あたりの固定年額制

（サブスクリプション方式）を導入した。

また、2004年6月の製品発表会

「Network Computing '04」の第2四

半期（NC04Q2）において、30以上の新

しい製品･技術とともに、サブスクリプ

ション方式の料金体系やユーティリティ

型のデリバリ方式を発表した。

2004年6月のNC04Q2では、100 種

以上のサービスを1つのポートフォリオ

にまとめ、データセンターの体系的なコ

スト削減とサービス･レベルの向上を図

る「Sun Preventive Services」のサ

ブスクリプション方式による提供と、使

用量に応じて料金を支払うストレージ･

ソリューション「Sun Utility Comput

ing for StorEdge Systems」が発表

された。このソリューションにより、大規

模データセンター向けストレージ･アレイ

「 Sun StorEdge 9980」を 、 Sun

StorEdge Power Unitを単位として、

1MBあたり年額0.02ドルから利用でき

るようになった 。Sun StorEdge

PowerUnitには、ハードウェアとソフト

ウェアのインフラに加えて、関連サービ

ス（各種インストレーション･サービス、

SunSpectrum Platinum サポート、

V240 サーバによるSun StorEdge管

理ポータル、主要ソフトウェア･ライセン

スなど）も含まれている。

さらに、サンのユーティリティ･コンピュ

ーティングに対する取り組みは、2004年

後半に入って加速する。2004年9月に

は業界で初めて、グリッド･コンピューテ

サービス・オンデマンドからユーティリティ・モデルへ
サン・マイクロシステムズ
サン･マイクロシステムズ（サン）は2004年11月から、コンピュータ･リソースを使用量に応じて課金
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図1：サンのユーティリティ･コンピューティング
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ィングを従量課金方式で提供すること

を発表し、1時間あたり1CPUにつき1ド

ルで、セキュアなグリッドのコンピューテ

ィング･パワーを利用できるようにする計

画を明らかにした。

翌10月には、演算集約処理向けの

ハイエンド･グリッド･コンピューティング

を、ユーティリティ･モデルで提供するこ

とを発表した。このソリューションは、ア

トス･オリジンやCGI、EDSといったサン

のパートナーから提供される。さらに11

月には、カナダの大手通信事業者テラ

スとの間で、従量課金方式のグリッド･

コンピューティングの再販では初となる

戦略提携を発表している。これによりテ

ラスは、ユーティリティ･モデルによるグリ

ッド･コンピューティングの提供（9月発

表）を行なう計画だ。

新しい概念の利用形態

米国サンのユーティリティ･コンピュー

ティング･マーケティング担当ディレクター、

アシフ･ダナニ氏によると、サンが提唱

しているユーティリティ･コンピューティン

グとは「ITリソースを、従量課金方式で

ビジネスの需要とインテリジェントにマッ

チングさせていくこと」であり、インテリ

ジェントなマッチングとは、テクノロジー

やビジネス･プロセス、アプリケーション、

サービスをユーザーごとの個別ニーズ

に合せることを意味している。

従量課金制は、ITコストと現実世界

の価値をリアルタイムに連携させる仕組

みで、ビジネスの状況に応じて使用した

分のコンピューティング･リソース料金を

支払えばよいため、より効率的でオンデ

マンドのIT運用が実現する。

ダナニ氏は、サンのユーティリティ･コ

ンピューティングのモデルには、競合他

社にはないアドバンテージがあると強

調している。「他社は人が問題を解決

するものだと考えているようだが、サン

はテクノロジーこそが問題を解決すると

考えている」。

ユーティリティ･コンピューティングは、

従来にはない新しい概念のシステム利

用形態である。このためサンは、実際

にユーティリティ･コンピューティング環境

を提供する前に、サービス･レベルを低

下させることなくコスト削減できるか、ス

タンドアロンのシステムでどのようにリソ

ースをプールするか、IT部門のスタッ

フの能力を開発･維持できるか、運用

に影響を与えることなくシステムを効率

的に利用できるか、ユーティリティ･モデ

ルが組織に与える影響、などについて、

顧客やパートナー、現場の営業担当

者、アナリストなどと数カ月にわたって

検討したという。

あらゆるITリソースをすべてのユー

ザー向けにユーティリティ･モデルで提

供するというアプローチでは、逆に高価

になる場合もある。2004年9月にユー

ティリティ･データ･センター（UDC）パッ

ケージの開発を断念したヒューレット･

パッカード（HP）の場合、ユーティリティ

環境を実現するために必要となるUDC

システムの実装コストが高額になり、導

入するユーザーがほとんどいなかった。

これは、あらゆるITリソースをすべての

ユーザー向けに、オール･イン･ワンで

提供しようとしたことが、裏目に出たと

いえる。

サンのダナニ氏は、ユーティリティ･コ

ンピューティングを提供するにあたって

は、顧客が最も関心を持っている問題

に焦点を絞るべきだという。「ユーティリ

ティ･コンピューティングは新しい概念で

あるため、ユーザーもその導入には慎

重になっている。このため、まず小規模

なシステムに導入し、有用であることを

理解してもらうところから始めた」。

“ユーティリティ”の意味

情報システムの運用･管理コストの削

減だけを目的としている場合は、すべ

てをアウトソースする方法もある。しか

し、アウトソーシングによるコスト削減は

は短期的には有効だが、サービス･レ

ベルに基づく契約になるため、同じコ

ストで、新たに市場投入される新技術

や新機能を導入して環境を統合したり、

継続的に総所有コスト（TCO）を低減す

ることはできない。

ユーティリティ･モデルでは、システム･

リソースを“所有”するのではなく、“使

用”することになる。つまり、従来の企

業における情報システム関連資産の調

達プロセスを再構築しなければならな

い。また、ユーティリティ･モデルの考え

方は、企業や組織のビジネス･プロセス

 サービス･オンデマンド  ユーティリティ･モデル 

 COD、T-COD サービス Pay-for-Use  

 ハードウェア単位 課金 従量課金 

 ダイナミック･システム･ドメイン 技術 仮想化／論理分割 

 ― ソフトウェア N1 Grid  

 低い 初期投資 低い 

 低い（初期設定） 柔軟性 高い（ダイナミック） 

 ハイエンド製品 対象 サーバ／ストレージ 

表1：サービス･オンデマンドからユーティリティ･コンピューティングへの移行
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をも大きく変えることになる。たとえば、

航空会社の場合、これまではWebベー

スの航空券予約･購入システムを自前

で構築し、アクセス数をモニタリングし

て、季節変動や突発的なピーク時処理

にオンデマンドで対応できる柔軟性を

備える必要があった。処理能力の増強

やディスクの増設、ネットワーク回線の

大容量化や冗長化など、売上や利用者

数などに関係なく、システムを安定稼働

させるための投資や運用･管理にコス

トがかかっていた。

これがユーティリティ･モデルになると、

サービス･レベル契約に基づいてITサ

ービスが提供され、運用･管理コストや

機器購入費が不要になるだけでなく、

トランザクションあたりの従量課金制で

あれば、利用顧客が少ない場合はそ

の分だけ利用料金も減額される。

この課金体制がさらに柔軟になれ

ば、航空券を購入した利用客のみを課

金対象にして一人当たりの利用料を支

払うことも考えられる。実際、ITリソー

スを利用しただけでは課金されず、そ

のITリソースを利用して売上を上げた

場合にのみ課金するという考え方も検

討されている。

ただし、このような課金の仕組みを

実現するには、ハードウェア･レベルだ

けでなく、アプリケーション･レベルまで

ユーティリティ･モデルを適用し、ハード

ウェアとソフトウェア／トランザクションと

を関連付ける機能も必要になるため、

現時点では現実的な話ではない。

しかし、トランザクション数に基づい

てITリソースの使用料を支払う、また

は、従業員が使用したメール･ボックス

の容量に基づいてメール･サーバの料

金を支払うなどの利用形態について

は、すでに検討しはじめている企業も

ある。いずれにしても、ユーティリティ･

モデルによるコンピューティング環境や

ITリソースの利用は、表面的なシステ

ムやソフトウェアの問題ではなく、最終

的にはビジネス･プロセスに帰結する。

必要とされるベンダー連携

現在、主要なシステム･ベンダーのみ

ならず、ソフトウェア･ベンダーやシステ

ム･インテグレーターなども、ユーティリ

ティ･コンピューティング戦略を打ち出し、

それぞれの独自解釈によるユーティリ

ティ･モデルの定義とビジョンを提唱して

いることが、市場での混乱を招く要因

の1つになっている。仮想化やグリッド･

コンピューティングの分野では、業界コ

ンソシアムなどが設立され、用語の定

義や技術のガイドラインを策定したり、

ユーザーやユーザー団体との意見交換

が行なわれているが、ユーティリティ･コ

ンピューティング分野では、そのような

動きはまだない。

これは、ユーティリティ･コンピューティ

ングでは、ライセンス体系や課金方法と

いった、技術以外のビジネス要件が大

きな要素になっていることが理由として

あげられる。技術については標準化に

合意できても、各ベンダーのビジネス･モ

デルを統一することはできない。

しかし、ユーザーのユーティリティ･コ

ンピューティングの導入が、ベンダー側

が提供する柔軟な課金モデルや利用

体制に大きく左右されることを考える

と、その仕組みを構築するためのベン

ダー連携や標準的なガイドラインが必要

になることは明らかだ。また、エージェ

ント技術などによって利用率を把握す

るための技術的な仕様や標準インタフ

ェースの確立も不可欠であり、それが

ない状況では、公共サービスのような

“ユーティリティ”コンピューティングの市

場形成はあり得ない。

現在のコンピューティング環境は非常

に複雑であり、現行のシステムやIT資

産をすべて入れ替えてユーティリティ･コ

ンピューティング環境を構築するのは現

実的ではないことを考慮すると、ユーテ

ィリティ･モデルの本格的な導入の道の

りは長いといえる。

このような状況についてサンのダナ

ニ氏は、今後そのような状況も変わる

という。「現在サンは、オラクルやサイベ

ース、SAP、ピープルソフトといったパ

ートナーやソフトウェア･ベンダーととも

に、われわれの顧客にとって、どのよう

な形態が最も適切かを協議し、ユーテ

ィリティ･コンピューティングに対する共通
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の理解を持とうとしている」。

そして、このような活動を進めること

が、ソフトウェアやハードウェアのベンダ

ーに関わらず、ユーティリティ･コンピュー

ティングの定義や提供形態、ベンダー間

連携を確立するために重要だという。

キャパシティ･マネジメント･
ソリューション

サンでは、ユーティリティ･コンピュー

ティングを企業や組織に提供する場合、

その提案段階から運用開始まで、サ

ン･マイクロシステムズ･ファイナンス

（SMF）が支援する体制をとっている。

SMFは、ユーザー企業がサンの製品

などを購入する際の融資サービス部門

として、1999年1月に設立された事業部

門で、日本法人は2000年10月に設立

されている。

これは、サンが製品･サービスを提供

する一方で、SMFはペイメント･ソリュ

ーションを提供し、両輪でビジネスを進

めている。SMFの役割は、顧客がサン

の製品やテクノロジーを導入する際に、

その要望やニーズに合わせた支払い

方法を提案することにある。

日本では、ほとんどすべてのメーカー

がこのような融資部門やリース会社を

子会社あるいは系列会社として抱えて

おり、アイ･ビー･エム（IBM）やヒューレ

ット･パッカード（HP）などの大手ITベン

ダーも、系列のファイナンス会社を設置

し、製品やサービスを導入する際のリ

ースやレンタルなどの財務的な支援を

行なっている。これらのファイナンス会

社は、自社で買い取った資産に利益を

乗せ、保険をかけてその合計を工数で

分割して月額料金を算出･徴収すると

いった、ファイナンス･サービスで利益を

上げている。これに対してSMFは、サ

ンやその販売パートナーと協業して、顧

客がシステムの導入計画や資金運用、

資産管理を効果的に行なえるようにす

る。いわばサンの営業支援的な役回り

を担っているといえる。

SMFがユーティリティ･コンピューティ

ングの案件に関与するのは、従量課金

やキャパシティ･オンデマンド（COD）と

いったペイメント･ソリューションを、SMF

が担当していることによる。SMFでは、

リースやレンタルといった通常のファイ

ナンス･サービスを提供する以外にも、

現在のようにユーティリティ･コンピュー

ティングが注目される以前から、IT投資

のリスクやリターンにフォーカスし、顧客

に合わせたファイナンス･プランを開発･

提供するなど、ファイナンス･エンジニア

リング的な取り組みを進めてきた。

2000年11月から提供しているCOD

も、その“キャパシティ･マネジメント･ソ

リューション”の一環として提供される

もので、ユーザーが最低限使用するリ

ソースを導入すると同時に、最初の段

階で予備的なスタンバイ用のリソースも

設置し、それを使用した時点から課金

するという仕組みである。

現在サンがユーティリティ･コンピュー

ティングと呼んでいるシステム利用形態

は、“Pay-for-Use”（従量課金）モデル

と、CODの2つで構成されている。現

在CODについてはSMFが全面的に担

当しているが、今年に入って開始した

Pay-for-Useでは、より複雑な技術的要

素が関わってくるため、サンとSMFのチ

ームで提供している。

－ COD（Capacity On Demand）、
T-COD（テンポラリCOD）のモデ
ルを提供 

－ 固定利用の容量に応じて、基本
料金と従量課金を設定 

－ 物理リソースをオン／オフで区分 

－ 適用例 
　ー時的利用が可能 
　将来的なトラフィックの増加のた
めの予備機 
　余剰初期投資の削減 

支払月額 

契約期間 

スタンバイ･リソース 
初期導入 

基本リソース 

固定料金 
（初期利用部分） 
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同時に課金 
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契約期間 

従量部分（Pay-For-Use） 

通常固定費用 
　購入 
　リース／レンタル 

基本部分 

基本料金（固定） 

変動料金（可変） メリット2. 
コストの最適化 

メリット1. 
ピーク超過に対して柔軟にリソース対応 

月額支払額＝基本料金＋変動料金 

図4：ユーティリティ･コンピューティング：従量制課金の価格体系

図3：キャパシティ･マネジメント･ソリューション
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SMFのマーケティング担当主幹部長、

穴澤藤則氏によると、ユーティリティ･コ

ンピューティングに対する顧客の注目度

は高く、それに対する期待も過熱気味

にあるという。この点を踏まえてSMFで

は、プリセールス段階でユーザーの環

境をアセスメントし、ユーティリティ･コン

ピューティングの特徴や制約条件などに

ついてユーザーと相談しながら、導入

を進めている。実際、リースやレンタル

契約を結んでいる現行ユーザーが、ユ

ーティリティ･コンピューティングについて

話が聞きたいと、最初にSMFに連絡し

てくるケースも多いという。

IT資産のオフ･バランス化

ユーティリティ･コンピューティングのメ

リットの1つに、初期投資リスクの最少

化がある。ピーク処理に合わせてシス

テムやリソースを導入すれば、その分

だけリスクになる。また、IT資産取得に

対するリスクの分散、収益や費用、キ

ャッシュ･フローのマッチング、TCO削減

とROI／ROAの最適化、急激な需要

増への即応と迅速で柔軟なサービス展

開、ビジネス活況に応じたIT投資など

があげられる。このうちのほとんどが、

企業の財務や会計業務に密接に関連

してくるため、顧客に対する説明を

SMFが行なっている。

従来のリースとユーティリティ･モデル

によるシステム利用の違いは、バランス

シート（貸借対照表）上での扱いにあ

る。一般的なリース（ファイナンス･リー

ス）契約の場合、国際会計基準に則っ

て処理する場合はオン･バランスになる

が、ユーティリティ･コンピューティングで

あればオフ･バランスになる。リースで

は、途中解約しても残リース料をすべ

てリース会社に支払う（支弁）義務があ

り、実質的には解約できない。これは

会計上、資金を借り入れて購入した場

合と同じ扱いになる。

これに対してユーティリティ･モデルの

場合、使用した分だけを支払うことに

なるが、逆にまったく使用しなければ支

払いは発生しないかというと、そうでは

ない。現在提供されているユーティリテ

ィ･コンピューティングは、基本料金部分

と変動部分で構成されており、途中で

解約しても基本料金部分は支払わなけ

ればならないが、変動部分については

支弁義務がない。

現在SMFが提供しているユーティリ

ティ･コンピューティングでは、3年契約を

基本にしているが、それをたとえば、2

年で解約したとしても、基本料金部分
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図6：ユーティリティ･コンピューティングの適用例

図5：ユーティリティ･コンピューティングの概要
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は全額支払う必要がある。その一方で

SMFは、その資産を基本料金部分だ

けでなく、変動部分の見込み収益を加

味した金額で資産計上している。つま

り、SMFが資産として計上した金額と、

基本料金部分の金額には差があり、リ

ースであればユーザーが全額支弁す

る義務を負うが、ユーティリティ･モデル

の場合は、その差額はSMFがリスクと

して負う。

このリスクは、最終的にはSMFの親

会社である米国サンのバランスシートに

乗るため、サンがリスクを負ってユーテ

ィリティ･コンピューティングを提供してい

ることになる。ユーティリティ･モデルの

メリットとしてあげられている初期投資

リスクの最少化や、IT資産取得に対す

るリスクの分散は、サンがそのリスクを

負うことで実現しているわけだ。

そして、ユーザーの利用量が、SMF

が当初予測した変動値よりも上回った

場合は、サンにリターンとして利益をも

たらす仕組みに。また、ユーザーがユ

ーティリティ･コンピューティングを導入し

ても、使用率が常に高い場合には、通

常のプロセスで購入した方がトータル

のコストは安くなる場合もある。これは

ユーザー側のリスクとリターンの関係で

考えるべきところだが、SMFではプリ

セールスの段階で、どの程度まで使用

率が高まれば損益分岐点を超えるかな

ど、ユーティリティ･モデルの制約につい

ても説明しているという。

ニーズに応じた
契約モデルを提供

サンでは、顧客がニーズに合わせて

ユーティリティ･コンピューティングを選択

できるように、3種類の契約モデルを用

意している。

●キャパシティ・マネジメント・

ソリューション

ハードウェア･リソースだけでなく、初

期導入コストや保守コスト、管理コスト

なども含んだ包括的な体系で提供され

る。リソースを増強する際の追加コス

トを正確に見込める。

COD：サービス･オンデマンドの典型的

な契約形態で、システム導入時にCPU、

メモリ、ディスクなどをあらかじめ余分

に設置し、これらのリソースの増強が

必要になった時点で使用する。リソー

スがすでにシステムに搭載されている

ため、オンデマンドで利用できる。

テンポラリーCOD（T-COD）：必要なコ

ンピューティング･リソースが時期によっ

て大きく変動する場合に適している。リ

ソースをあらかじめ余分に設置する点

はCODと同じだが、月単位で利用の

開始と休止が行なえる。

●Utility Computing

使用量に応じて料金を支払う従量課

金制の契約モデルで、料金体系が基本

料金と使用料金で構成される点はキャ

パシティ･マネジメント･ソリューション

と同じであるが、料金は利用率に基づ

いて算定される。このモデルでは、ユ

ーザー側のサーバに組み込まれたエ

ージェント「SRS Net Connect IM

Provider」が、日々 の利用率をサンの

データセンターにある「SRS Net Con

nect Reporting Server」にネットワー

ク経由で送信し、その値に基づいて毎

月の支払額が計算される。また、ユー

ザーには、集計結果を確認するための

「SRS Net Connect Customer Web

Portal」が提供される。

これらの契約モデルは、ユーザー･

ニーズに合わせて自由に組み合わせ

ることができ、たとえば、クライアント･

ソフトウェアやWebサーバには年間定

額制モデル、アプリケーション･サーバ

にはCOD／T-CODモデル、データベ

ース･サーバとストレージにはUtility

Computingというような使い分けを行

なうことができる。これによって、柔軟

で効率の高いシステム利用環境を実

現することが可能になる。

システム･レベル トランザクション インフラストラクチャ マネジメント 

パートナーとの協業レベルおよび顧客メリットの向上 

CPU／ディスク利用率での 
従量課金 

サンのミドルウェアによる 
従量課金 

重要課金による 
アプリケーション･レベル 

従量課金ビジネス･モデル 
トランザクション･レベル 

・ハイエンドStorEdge 
・ミッドレンジStorEdge 
・ハイエンド垂直スケール･ 
コンピューティング 

・ページビューあたりの 
Webサービス 

・ユニークIDベースのアイデンテ
ィティ／ディレクトリ･サービス 

・ユーザーあたりの電子メール／ 
カレンダー／IMサービス 

・メガFLOPSあたりの 
地震分析 

・ギガビットI/Oあたりの 
データベース･トランザクション 

・時間あたりのリスク･モデリング 
・ユーザーあたりのCRM

・航空券金額あたりの 
発券トランザクション 

・従業員あたりの 
給与サービス 

・請求書あたりの 
財務トランザクション 

・請求書あたりの 
支払スケジューリング 

・ダウンロードあたりの 
着メロ 

・レコードあたりの 
データ保存 

図7：ユーティリティ･コンピューティングのロードマップ
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ITサービス･プロバイダーへ

―現在サンが提供しているユーティリテ

ィ･コンピューティングのプログラムにはど

のようなものがあるか。

ダナニ：現在は3分野で提供している。

コンピューティング･インフラストラクチャ、

ハイエンド／ミッドレンジのストレージ、

そしてグリッド･コンピューティングだ。

2005年第1四半期には、さらにオファリ

ングの種類を増やす予定だ。まずは米

国で提供開始し、その後に日本市場

でも展開する。現在までサンは、キャパ

シティ･オンデマンド（COD）を4年半、サ

ブスクリプション方式を2年、ユーティリ

ティ･コンピューティングを1年半にわたっ

て提供してきた。今後はハードウェアと

ソフトウェアのレイヤリングが、従量課金

またはサブスクリプション方式で提供さ

れるだろう。ユーティリティ･コンピューテ

ィングに関しては、今後はポートフォリ

オ･オファリングになるだろう。サブスク

リプションかCOD、従量課金のいずれ

か、またはこれらの組み合わせになる。

―ユーティリティ･コンピューティングの

提供先は、ユーザー企業かパートナーか、

どちらになるのか。

ダナニ：われわれはユーティリティ･コ

ンピューティングを、3つのモデルで提

供しようと考えている。まず第1のモデ

ルは、サンがパートナーにインフラを提

供し、パートナーがユーザーにユーテ

ィリティ･コンピューティングを提供する

形態がある。第2のモデルは、大規模

なユーザー企業にサンが直接、ユー

ティリティ･コンピューティングを提供す

る形態。そして第3のモデルが、特殊

なアプリケーションについては、サン

から直接ユーティリティ･コンピューテ

ィングを提供する。これはたとえば、米

国でグリッド･コンピューティングを1時

間あたり1CPUにつき1ドルで提供して

いるが、このオファリングはWeb上で

購入できる標準的なサービスだ。パー

トナーがその顧客に対してユーティリ

ティ･コンピューティングを提供する場合

は、サンがそのインフラストラクチャを

提供することになる。

―日本でも同様のモデルで展開する

のか。

ダナニ：現地法人がその国や地域の

市場性を検討して判断するが、日本市

場では基本的に、パートナーとの協業

モデルを進めていく。第3のモデルは米

国だけで提供しており、市場性が似て

いるカナダでもまもなく提供する予定だ。

―パートナー経由でユーティリティ･コン

ピューティングを提供する場合、サンのブ

ランドがまったく表出しないが。

ダナニ：パートナーがわれわれの製品

を購入し続けてくれるのであれば、ブ

ランドが見えるか否かは問題ではない。

パートナーには、ユーティリティ･コンピュ

ーティングでナンバーワンのベンダーとし

て認知されたい。たとえば、電気を使

う場合、それを誰が発電しているのか

は気にしないはずだ。同様に、われわ

れはユーティリティ･コンピューティング市

場において、電力会社のようなプロバ

イダーになることを目指している。サー

ビス･レベル契約をもとに、ユーティリテ

ィ･コンピューティングを導入してもらい

たいと考えている。現在サンが提供し

ている製品の型番を指定して購入して

もらうことを望んでいるわけではない。

パートナーとの協業が基本

―サンが製造･販売していない機器類に

ついては、パートナーから調達すること

になるのか。

ダナニ：ネットワーク･スイッチやファイ

バ･チャネルなどのコンポーネントは調達

することになるが、他社製のコンピュー

ユーティリティ・モデルは価値を生み出す

パートナーとの協業モデルを推進

米国サン･マイクロシステムズ
ユーティリティ･コンピューティング･
マーケティング担当ディレクター
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タを購入することはない。もっとも、調

達したとしても、サンと同レベルのメー

タリングやモニタリング技術が装備され

ていないため、ユーティリティ･モデルで

は使えない。

―ユーティリティ･コンピューティング

をサンが直接提供する場合、大規模なデ

ータセンター施設が必要になるのではな

いか。

ダナニ：米国では、大規模なデータセ

ンターを持っているパートナーにホステ

ィングしてもらい、そこからサービスを提

供している。サンはパートナーとの協業

を基本姿勢に置いている。これは歴史

的に見てもそうだ。パートナーが成功

しなければ、われわれの成功もないと

考えている。この方針は今後も変わる

ことはない。サンが直接提供するモデ

ルを取り入れたのは、パートナーに投

資の負担をかけたくないことが理由だ。

―ユーティリティ･コンピューティングの

提供で、特に注力している産業分野はあ

るか。

ダナニ：単一のインフラストラクチャ上

で複数のアプリケーションを稼働してい

る環境や、マルチユーザー･システムで

の利用が有望だと見ている。運用コス

トの点で恩恵が得られると思う。ただ

し、現時点では実現可能性が低い。と

いうのも、セキュリティと遅延の問題が

あるからだ。特定の業界や産業分野で

はなく、あらゆる分野で利用できる点が

ユーティリティ･コンピューティングの特徴

の1つだが、あえて言えば、グリッド･ア

プリケーションでは、医療やヘルスケア、

金融、製造といった業界および政府官

公庁での利用に期待している。また、

バッチ処理型のワークロードを実行して

いるような環境では、セキュリティや遅

延の問題をそれほど考慮する必要が

なく、コンピューティング･リソースを最適

化できるため、そのようなワークロード

を処理している企業にまず導入しても

らいたい。

すべてを
ユーティリティ･モデルで提供

―サンとしては、ユーティリティ･モデル

よりも製品を購入してもらった方が、ビジ

ネス的にはよいのではないか。

ダナニ：必ずしもそうとは言えない。ユ

ーティリティ･コンピューティングでも利

益を上げることはできる。ユーティリテ

ィ･モデルは長期的な観点から見た場

合に価値を生み出すビジネス･モデル

だと考えている。

―ユーティリティ･コンピューティング

は最終的に、セールスフォース･ドットコ

ムのようなビジネス･モデルになると考え

ているか。

ダナニ：セールフフォース･ドットコムは

サンのマシンを使っている。現在のユ

ーティリティ･コンピューティングの対象は

主にハードウェアだが、今後はソフトウ

ェアやアプリケーションのオファリングが

増加してくるだろう。たとえば、データベ

ースや財務会計、CRMなどのアプリケ

ーションを、ユーティリティ･モデルで提供

するということだ。この場合、サンはバ

ックエンドのサーバをパートナーに提供

していくことになる。そこでサンのシス

テムがエンドユーザーから見えるか否

かは、パートナー次第だ。

―ユーティリティ･コンピューティング戦

略をさらに推進するために、今後展開する

予定の販促計画などはあるか。

ダナニ：グリッド･コンピューティングは、

1時間あたり1CPUにつき1ドル、ストレ

ージ･ソリューションでは1MBにつき年

額0.02ドルといった従量課金方式を発

表しているが、ストレージについてはさ

らに戦略的なオファリングを計画してい

る。ユーティリティ･コンピューティングの

市場は、まだ黎明期にあり、マス･マー

ケティングやマス･オファリングは、特定

の問題を解決したいと考えるユーザー

にとっては何のメリットもないと考えてい

る。現在、ユーティリティ･コンピューティ

ングにどのような利点があるかを調査

中のユーザー企業も多い。

―最終的にサンは、すべての製品やサー

ビスをユーティリティ･モデルで提供してい

くことになるのか。

ダナニ：現時点ではその方向にある。

ただし、顧客の要望にもよる。ユーティ

リティ･コンピューティングは、これまでと

はまったく異なったITインフラの展開方

法だ。これまでサンが提供したユーテ

ィリティ･コンピューティングについては、

ユーザーからTCOを削減できたという

評価をもらっている。現行技術の刷新

やコンソリデーションを計画している企

業、あるいは新規にITプロジェクトの発

足を考えている企業には、選択肢とし

てユーティリティ･コンピューティングの導

入を検討してもらいたいと思う。


